
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - - - -

107

▲ 0

モデル事業の規模及び事業実施数の見直しによる減額

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

国が公募した民間事業者・団体等をプラットフォームとして、地方公共団体や地域の関係者との連携を図りつつ、効率的かつ効果的に事業を実施することにより、新たな行政手法
や実効性のある事業モデルを構築する。さらに、実施した事業の成果や優良事例を各地方公共団体に横展開する。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 95 76 90

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

96 87 92 107 90

予備費等（E) - ▲ 20 ▲ 13 -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 96 107 105 107 90

- - -

-

令和2年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 消費 22 0016

消費者庁

政策 消費者政策の推進

事業の目的
（5行程度以内）

厳しい人的・財源的制約の下で地方消費者行政の政策効果を最大限に高めることが求められているところ、消費者庁において本事業を実施し、新たな行政手法や実効性のある事
業モデルを構築し、全国に展開することを通じて、全国に共通する地方消費者行政の課題の解決を図る。

地方協力課 課長　加藤　卓生

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等

消費者基本計画（令和２年３月31日閣議決定、令和３年６月15
日改訂）、地方消費者行政強化作戦2020（令和２年４月１日）

事業名 地方モデル事業 担当部局庁 消費者庁 作成責任者

事業開始年度

施策 （４）地方消費者行政の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.caa.go.jp/policies/evaluation/

事業概要URL
https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/local_consumer_administration/advancedmodel/index.html

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 107

90

86%

執行率（％）
=(G)/(F)

99% 87% 98%

消費者政策費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
99%

主な増減理由（・要望額・予備費）

71%

令和6年度要求

(目) 0.1

(目)

▲ 0

0.1

消費者政策委託費

諸謝金

その他

90

地方における厳しい人的・財源的制約のなか、消費生活を取り巻く環境は情報通信技術の高度化、国際化等により大きく変化し、さまざまな新しい商品やサービスが次々と登場し
ている。消費者トラブルは誰にでも起こりうる課題となっている中で、地方消費者行政の政策効果を高め、このように多様化・複雑化する政策課題に対応するため、広域連携や官
民連携等の新たな手法を活用しつつ、地域の関係者が一体となって取り組む体制を整備することが必要である。

令和6年度要求

-

-

-

https://www.caa.go.jp/policies/evaluation/
https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/local_consumer_administration/advancedmodel/index.html


アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-7 5

成果目標①-3の
設定理由

（長期アウトカム
へのつながり）

構築したモデルを有効だと感じた地方公共団体が、モデルを参考に自発的かつ積極的な取組を行うことで、長期的にはモデルの目的となる政策効果が高まること
が見込まれるため、目的に応じて長期アウトカムを設定する。
令和４年度においては、高齢者、障害者等を見守るネットワークの構築及び地域活性化の実証をテーマの一つに選定し、本モデルの構築により、長期的には消費
者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）の設置や活動の促進が見込まれるため、見守りネットワークの設置市区町村の都道府県内人口カバー率50％以上を
長期アウトカムとして設定した。

成果実績

成果目標及び成果実績
①-2

（中期アウトカム）

成果目標 単位

-

目標値 ％ -

- -

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

4

効果発現の初期段階として、まずは、地方公共団体において活用見込み・可能性があるモデルを構築することが求められるため、構築したモデルが有効だと感じ
た地方公共団体等の割合を短期アウトカムとして設定した。

-

34％

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

8

令和2年度 令和3年度 令和4年度
年度

-

-

目標年度

-

-

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

地方公共団体等を対象に行うアンケート結果(地方連携推進フォーラム等)

令和2年度 令和3年度

34

-

定量的な成果指標

- 目標値

年度

消費者安全確保地域協議会の設置市
区町村の都道府県内人口カバー率
50％以上

消費者安全確保地域協議会
の設置市区町村の都道府県
内人口カバー率50％以上を達
成している都道府県数 達成度

単位 令和2年度

29.8

- - -

-

成果実績

目標最終年度

達成度 ％

↓

活動内容①
（アクティビティ）

事業モデルの構築
先進的モデル事業の実施件
数

活動実績

年度

- -

定量的な成果指標 単位

件 6

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 件

- -

2

活動目標 活動指標

9

達成度 ％

-

↓

地方公共団体で活用見込みがあるモ
デルの構築

構築したモデルが有効だと感
じた地方公共団体等の割合

成果実績 ％ - -

-

消費者庁が、本事業を通じて新たな行政手法や実効性のある事業モデル等を構築し、その事業モデル等を全国的に横展開する。
（1件当たりの事業規模を拡大し、事業内容を充実させ、より効果的なモデルを構築できるよう事業内容を検討しているため、初年度から比べると近年の実施見込
み件数は減少している。）

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

地方消費者行政強化作戦2020 政策目標ごとの現状

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

-

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

-

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

都道府県 14 16 16

目標値 都道府県 47 47 47



目標年度における効果測定に関する評価（令和○年度実施）

点検結果

本事業は、広域連携や官民連携等の新たな行政手法を活用し、地方消費者行政における
課題解決を目的としている。支出先の選定に当たっては、外部委員を含む委員会を設置し、
厳正な審査を行うなど、妥当な手続きを実施している。
毎年度、地方消費者行政における課題解決に資する内容の事業を実施し、新たなモデルを
構築している。構築したモデルは、事業成果を講演会・説明会を通じて発信する、地方自治
体等に個別に働きかけを行う、消費者庁ウェブサイトに掲載する等により、全国的な横展開
につなげ、地方消費者行政の更なる充実・強化につなげている。

引き続き、効率的な事業の執行に努めていただきたい。

外部有識者の所見

0014

2021 消費

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

-

-

令和2年度 消費者庁 新02 0002

0016

令和4年度 2022 消費 21

本事業は所期の目的に沿って実施しており、引き続き、事業の適正かつ効率的な執行、コスト削減等に引き続き取り組んでいく。

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度

平成29年度

令和3年度

平成27年度

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度

平成25年度

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

引き続き、地方消費者行政における課題解決に向けて、効率的な事業の執行に努める。

現状通り

現状通り

平成30年度

平成23年度

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

URL

該当箇所

平成26年度

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ
いて補足する）
（単位：百万円）

消費者庁

８９百万円

地方消費者行政の更なる充実・強化に向け

た取組を実現

【随意契約（企画競争）】

Ａ 株式会社船井総合研究所 外３社

８９百万円

先進的モデル事業を実施

事業委託先選定に係る事

務費

委員謝金 ０．１百万円



　

支出先上位１０者リスト

A.株式会社船井総合研究所　外３社

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

-

- -

4 株式会社日本総合研究所 4010701026082
徳島県内の地方自治体等が消費者志向経営に取り組
む動機や成果を把握し、展開モデルとして広報活動等
実施

10
随意契約（企画

競争）
1 -

1 - -

3
三菱UFJリサーチ＆コンサル
ティング株式会社

3010401011971 外食・中食において、事業者・消費者が食物アレル
ギーの理解を深めるための資材の作成等実施 15

随意契約（企画
競争）

2

2 楽天グループ株式会社 9010701020592 来場者による飲食を伴う数万人規模の大規模イベント
において、食品ロス削減に効果的な取組を検証 30

随意契約（企画
競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 株式会社船井総合研究所 5120001180782
高齢者、障害者等の消費者被害の未然防止や被害救
済、当該地域コミュニティの活性化を目指す手法の開
発・実証

35
随意契約（企画

競争）
3 - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等 入札者数
（応募者数）

落札率

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 35 計

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

委託費
地方消費者行政のさらなる充実・強化に向けた取組
を実現

35


